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         入   札   説   明   書  

 

この入札説明書は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」とい

う。）、福島県財務規則(昭和 39 年福島県規則第 17 号｡以下｢財務規則｣という｡)及び本件物

品調達契約に係る条件付一般競争入札(以下｢入札｣という｡)の公告等の規定に基づき､福島県

が発注する物品調達契約に関し、本件入札に参加を希望する者(以下｢入札者｣という｡)が熟知

し、かつ、遵守しなければならない一般事項を定めたものである｡ 

なお、本件入札は電子入札により実施する。 

 

１ 発注者（契約権者） 福島県知事 内堀 雅雄  

 

２ 入札に付する事項  

公告に示すとおり。  

なお、買入れをする物品の仕様等については、別紙仕様書のとおり。 

 

３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項  

公告に示すとおり。 

なお、参加資格制限期間中の者は、請負契約に係る物品の全部又は主要な一部の下請けを行うこ

とは認められていない。 

 

４ 入札に参加する者に必要な資格の確認  

(1) 入札に参加を希望する者は、上記３に掲げる必要な資格の確認を受けるため、条件付一

般競争入札参加資格確認申請書(第３号様式｡以下「資格確認申請書」という。)に次のア及

びイに掲げる書類等を添付し、令和８年３月４日（水）午後５時までに電子入札システム

への入力による方法により提出し、当該資格の確認を受けること。  

   なお、電子入札システムへ添付できない資料等がある場合には、下記５の(1)に示す場

所に持参又は郵送により提出すること。  

当該資格の確認結果については、電子入札システムにより別途通知する。  

    なお、期日までに当該申請を行わなかった場合は、入札に参加できないので、十分に    

  注意すること。  

 ア 納入しようとする物品の構成及び定価に関する資料(様式任意(参考様式１)) 

(ア) 想定品で応札する場合は、どの想定品なのかを明示するとともに定価についても記載す

ること。 

(イ) 想定品以外の物品で応札しようとする場合は、出納局入札用度課長の確認を受けた提案

協議書(第５号様式)(カタログ等を含め、確認を受けた原本)を添付すること。 

なお、提案協議書は出納局入札用度課長へ令和８年２月２５日（水）午後５時までに提

出し確認を受けること。 

 イ 確約書(様式任意(参考様式２)) 

(2) 紙入札により参加しようとする者（福島県電子入札運用基準(物品)(以下、｢運用基準｣と

いう。)第９の規定に該当するものに限る。）は、｢紙入札方式参加承諾願(運用基準第1号様式)

｣を下記５の(1)で指定する日時及び場所に提出し、その承諾を得た場合に限り、下記５の(2)で

指定する入札書受付締切日時までに入札書等を持参する方法で入札に参加することができる。 

 

５ 入札書の提出期限等  

(1) 資格確認申請書の提出期限及び提出場所  

令和８年３月４日（水）午後５時 電子入札システムへの入力による。  

     ただし、紙による参加を承諾された者にあっては、次に示す場所へ持参又は郵送により提

出すること。 
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郵便番号960-8670 福島県福島市杉妻町２番１６号 

福島県出納局入札用度課（西庁舎３階） 

電話番号０２４－５２１－７４１３ 

(2) 入札書等の提出受付期間 

令和８年３月９日（月）午前９時から 

令和８年３月１０日（火）午前１０時まで   

電子入札システムへの入力による。 

(3) 開札の日時及び場所  

令和８年３月１０日（火）午前１０時１０分  

   福島県出納局入札用度課(西庁舎３階) 

 

６ 入札書の提出方法  

(1) 入札書は、運用基準第１２の規定により電子入札システムにより提出しなければならない。 

ただし、紙による参加を承諾された者は、上記４の(2)によること。 

(2) 入札書には、１脚あたりの単価を記載すること。 

ただし、当該単価は調達物品の本体価格のほか、輸送費等納入に要する一切の諸経費を含めて

見積もること。 

なお、この入札による契約は、入札者が入札書に記載した金額を契約単価とし、支払金額

は、契約単価に購入数量を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額）に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110

分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

(3) 入札書の提出は、入札書受付締切日時までに完了するよう余裕をもって行うとともに、入札書

が正常に提出されたことを、電子入札システムの入札受付票によって確認すること。 

 

７ 入札保証金  

財務規則第 249条第 1項第 4号の規定に基づき入札保証金は免除する。 

 

８ 入札方法及び開札等  

(1) 開札は、上記５の(3)で指定する日時及び場所で行う。  

(2) 開札は､運用基準第１３の規定による方法にて行うものとする。  

(3) 開札の結果、予定価格の範囲内の価格の入札がないときは、再度入札に付すことがで

きるものとするが、その日時及び方法については、別紙｢再度入札の方法｣による。 

  なお、再度入札の回数は、原則として２回を限度とする。 

(4) 初回入札が無効（ただし、下記１２の(4)～(6)に該当する場合を除く）となった者

は、再度入札に参加できないものとする。 

(5) 紙による参加を承諾された者にあっては、入札者又はその代理人が開札に立ち会わな

い場合、再度入札については棄権したものとする。 

 

９ 入札参加者に要求される事項  

入札者は、入札書及び添付書類を期限まで提出しなければならない｡また、入札者は、開

札日の前日までの間において提出した書類に関し､福島県知事から説明を求められた場合

は、それに応じなければならない。  

 

10 入札心得  

(1) 入札者は、運用基準、入札説明書及び仕様書を熟知のうえ入札しなければならない｡こ

の場合において、当該仕様書等について疑義がある場合は、電子システムにより出納局入

札用度課に令和８年２月２０日（金）午後５時までに説明を求めることができる。  

県は､電子入札システムにより回答書を登録するものとする。  

(2) 入札者（紙による参加を承諾された者に限る。）は、代理人をして入札させるときは、そ

の委任状を持参させ、確認を受けなければならない。  



 3 

(3) 入札者又はその代理人は、当該入札に対する他の入札者の代理をすることができな

い。  

(4) 入札者（紙による参加を承諾された者に限る。）は、次の各号のいずれかに該当する者を

入札代理人にすることができない。  

ア 契約の履行に当たり故意に物品の品質に関して不正の行為をした者  

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るた

めに連合（談合）した者  

ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者  

エ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者  

オ 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当

たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者  

(5) 開札場所には、入札者又はその代理人以外の者は入場できない。  

ただし、発注者が特にやむを得ない事情があると認めた場合は、付添人を認めること

がある。  

(6) 開札開始時刻後において、入札者又はその代理人は、開札場所に入場することができ

ない。  

(7) 入札者又はその代理人は、入札書を一度提出した後は、開札の前後を問わず書換え、

引換え又は撤回をすることができない。  

 

11 入札の取り止め等  

入札者が連合(談合)し、又は不隠の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行することがで

きないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは

取り止めることがある。 

また、天災その他やむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を延期し、又は取り止

めることがある。  

なお、これらの場合において入札参加者に生じた損害は、入札参加者の負担とする。  

 

12 入札の無効  

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。  

(1) 上記３の入札参加資格のない者の提出した入札  

(2) 紙入札において委任状を持参しない代理人のした入札  

(3) 同一事項の入札につき他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理人をした者の入札  

(4) 紙入札において記名、押印を欠く入札（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当

者」の氏名・連絡先の記載がない入札）  

(5) 金額を訂正した入札  

(6) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札  

(7) 同一人が同一事項に対して２通以上の入札をし、その前後を判別することができない

入札又は後発の入札  

(8) 明らかに連合(談合)によると認められる入札  

(9)ＩＣカードを不正に使用して行った入札  

(10)紙入札方式参加承諾のない者の行った紙入札  

(11)同一の入札者が電子入札と紙入札の両方を行った入札 

(12)その他、この入札説明書等において示す入札に関する条件又は県において特に指定した事項に

違反した入札 

 

13 落札者の決定方法  

(1) 財務規則の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって

有効な入札をした者を落札者とする。  

ただし、地方自治法施行令第 167 条の 10 第 1 項の規定を適用する必要があると認める

ときは、最低の価格をもって入札書を提出した者以外の者を、落札者とすることがあ

る。  
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(2) 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、電子くじにより落札者

の決定を行う。  

(3) 入札者がいないとき､又は再度入札を執行しても落札者がない場合は、施行令第 167 

条の 2 第 1 項第 8 号の規定により随意契約をすることができる。  

 

14 契約保証金  

(1) 落札者は､契約単価に当該入札に係る予定数量を乗じて得た金額に当該金額の 100 分の 10

に相当する金額を加算した金額の 100 分の 5 以上の額の契約保証金を納付しなければなら

ない。  

(2) 契約保証金は、現金（現金に代えて納付する小切手にあっては、福島県指定金融機関

又は福島県指定代理金融機関が振り出したもの又は支払保証をしたものに限る。）で納

めるものとするが、その納付に代えて担保として財務規則第 169 条第１項各号に規定す

る有価証券を提出することができる。  

(3) 財務規則第 229 条第 1 項各号（別記 1）に該当する場合においては､契約保証金の全部

又は一部の納付を免除する。  

(4) 契約保証金の減免については､落札者に別途通知する。  

(5) 契約保証金の納付及び還付については､財務規則第 228 条、第 231 条及び第 233 条に定

めるところによる。  

 

15 契約の締結  

(1) 落札者は、発注者が交付する単価購入契約書（以下「契約書」という。）に記名押印

又は電子署名し、落札決定の日から１０日以内（落札者が遠隔地にある等特別の事情があ

るときは、発注者が指定した期日まで)に契約書の取り交わしを行うこと。 

(2) 契約の確定時期は、地方自治法第 234 条第 5 項の規定により両者が契約書に記名押印又

は電子署名したときに確定するものとする。  

(3) 落札者が、上記(1)に定める期間内に契約書を提出しないときは、落札を取り消すこと

がある。  

(4) 落札者の決定後、契約が確定するまでの間において、当該落札者が公告に掲げる入札に参

加する者に必要な資格に関する事項のいずれかの要件を満たさなくなった場合は、契約を締

結しない。 

 

16 契約条項 単価購入契約書（案）及び財務規則による。  

 

17 電子契約による契約締結の意向確認 

  本契約案件は、県が調達した電子契約サービスを利用した契約締結を行うことができ

る。 

  落札者は、電子契約による契約締結を希望する場合は、すみやかに「電子契約利用申出

書兼メールアドレス確認書」に必要事項を記載のうえ、入札用度課

（nyuusatsu_youdo@pref.fukushima.lg.jp）宛に電子メールにより提出すること。（※電子契

約を希望しない場合は従来の書面による契約とする。）なお、電子契約の詳細について

は、福島県ホームページの電子契約サービスのページを参照すること。 

（電子契約サービスのページ／ 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01115c/nyusatsu-160.html） 

 

 

18 異議の申し立て 

  入札参加者は、入札後、この入札説明書、契約条項及び仕様書等について、不明又は錯誤を理由

として異議を申し立てることはできない。 

 

19 当該契約に関する事務を担当する課 上記５の(1)と同じ。  

  



 5 

別紙 

 

再度入札の方法 

 

１ 再入札書の提出期限等 

    再入札書の提出期限等については次のとおりとする。 

 区  分 月  日 時  間 

  １  再入札依頼通知（１回目） 令和８年３月１０日 午前１０時２０分 

  ２  再入札提出期限（１回目） 〃 午後１０時４９分 

  ３  開札日時（１回目） 〃 午前１０時５０分 

  ４  再入札依頼通知（２回目） 〃 午前１１時００分 

  ５  再入札提出期限（２回目） 〃 午前１１時２９分 

  ６  開札日時（２回目） 〃 午前１１時３０分 

      ※２回目の開札をもって決定しない場合については、別途指示する。 

 

２ 再度入札の通知方法等 

  当初の入札書の開札終了後及び再入札書の開札後に、電子入札システムを使用して速やかに再度

入札の通知を行うので、システムを使用して入札に参加している者は、再入札通知後速やかに入札

書を提出できる体制をとらなければならない。紙入札参加者に対してはその場において口頭により

通知をする。 
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福島県財務規則（抜粋） 

 

別記１（契約保証金の減免） 

 

第 229 条  前条の規定にかかわらず、契約権者は、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部又は一

部の納付を免除することができる。 

 (1) 契約の相手方が官公署及び知事がこれに準ずるものと認める法人であるとき。 

 (2) 契約の相手方が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結しているとき。 

 (3) 契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び会計令（昭和 22

年勅令第 165 号）第 100 条の３第２号の規定により財務大臣が指定する金融機関（次条第２項におい

て「保険会社等」という。）と工事履行保証契約を締結したとき。 

(4) 過去２年間に官公署（予算決算及び会計令第 99 条第９号に掲げる沖縄振興開発金融公庫等を含  

む。）とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたり締結し、これらを全て誠実に履

行し、かつ、契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (5) 随意契約を締結する場合において、請負代金又は契約代金の額が 100 万円未満であり、かつ、契約

の相手方が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (6) １件500 万円未満の物品の購入契約を締結する場合において、当該契約に係る物品が当該契約にお

いて定める期日までに確実に納入されるものと認められるとき。 

   (7)から(11)まで              （略） 

 (12) １件の契約金額が500 万円未満の契約を締結する場合において、契約の相手方が第１号に掲げる公

共団体以外の公共団体又は公共的団体で知事が指定するものであるとき。 

   (13)から(18)まで            （略） 

２                                  （略） 
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単価購入契約書（案） 

 

品 目 及 び 予 定 数 量   肘付回転椅子② 予定数量 80 脚（単価契約） 

 

契 約 単 価             円／脚 

  

契 約 期 間   令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

納  入  期  限               令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの福島県知事が指定す

る日 

 

納入場所及び納入方法  福島県知事が指定する場所（別紙仕様書のとおり）及び 

発注者の指示による。    

 

契  約  保  証  金              

 

  上記物品を購入するについて発注者「   福  島  県   」を甲とし、 受注者 

「               」を乙として次の条項に定めるところにより契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 乙は、別紙仕様書及び図面に基づき、頭書の契約単価をもって頭書の期限内に頭書の物品を

頭書の場所に納入しなければならない。 

２ 乙は、甲が指示したときは、頭書の期限内に当該物品を分納することができる。 

（納入の通知） 

第２条 乙は、甲の指定した場所に物品を納入したときは、ただちに納品書によりその旨を甲に通知

しなければならない。 

（検査及び引渡し） 

第３条 甲は、納入の通知を受けた日から 10 日以内に乙に立会を求めて物品の検査を行ない、当該

検査に合格したものについてはその引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、甲は、

乙に受領書を交付する。 

２ 乙が前項の検査に立ち会わないときは、甲は、乙の欠席のまま検査をすることができる。 

３ 甲は、検査をしたときは、すみやかにその結果を書面により乙に通知するものとする。 

（不合格品の引取り又は取替え等） 

第４条 甲が検査の結果不合格と認めた物品については、乙は、自己の費用をもって引取り､かつ、

納入期限内又は甲の指定する期日までに取替えをし、又は補充をしなければならない。当該取替え

又は補充後の物品にかかる納入及び検査については、前２条の規定を準用する。 

（所有権の移転） 

第５条 物品の所有権は、甲が検査の結果合格と認め、その引渡しを受けた時に、乙から甲に移るも

のとする。 

２ 所有権の移転前に生じた物品の滅失、き損、減量その他一切の損害は、特約のある場合を除くほ

か、すべて乙の負担とする。 

（契約不適合責任） 

第６条 甲は、引き渡された物品が種類、品質又は数量に関して契約内容に適合しない場合は、その

物品の引渡しを受けた後１年以内に限り、乙に対して物品の補修、代品の引渡し、不足分の引渡し

若しくは代金の減額のいずれか、又は物品の補修、代品の引渡し若しくは不足分の引渡し及び代金
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の減額を請求することができ、乙はこれに応じるものとする。 

（有償延期及び遅延利息） 

第７条 乙の責めに帰すべき事由により、期限内（分納の期日を定めたときはその期日まで）に物品

の納入の完了の見込みがないときは、乙は、その事由を付した書面をもって、甲に納期の延長を申

し出なければならない。 

２ 前項の場合において、期限後相当の期日内に納入が完了する見込みがあるときは、甲は､乙から遅

延利息を徴収することを条件として納入期限を延長することができる。 

３ 甲は、前項の規定により納入期限を延長することを認めたときは、その旨を乙に通知するととも

に当該納入期限の延長に関する契約を乙との間に結ぶものとし、乙は、これに応ずるものとする。 

４ 第２項の遅延利息は、遅延期間の日数に応じ、納入未済相当額に年 2.5％の割合で計算した額

（当該額に 100 円未満の端数があるとき、又はその全額が 100 円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てる）とする。 

５ 前項の場合において、検査確認に要した日数は、遅延日数に算入しない。 

（天災地変、不可抗力等による無償延期等） 

第８条 天災地変、不可抗力その他乙の責めに帰すことができない事由により、期限内（分納の期日

を定めたときはその期日まで）に物品を納入することができないときは、乙は甲に対し､すみやかに

その事由を詳記して、納入期限の延長又は契約の一部変更若しくは解除の申出をすることができ

る。この場合において、甲は、その事由を相当と認めたときは、遅延利息又は第 11 条に定める違約

金を徴収することなく、これを承認するものとする。 

（代金の支払） 

第９条 甲は、乙の適法な支払請求書を受理した日から 30 日以内に完納物品の代金を支払うものと

する。 

２ 前項の支払請求書は､第３条第３項の規定による検査に合格した旨の通知を得た後でなければ､提

出することができない。 

３ 分納の期日を定めたものについて、当該期日内に当該分納部分が納入されたときは、完納とみな

して前２項の規定を準用する。 

４ 請求金額は、契約単価に数量を乗じて得た金額（円未満切り捨て）に 100分の 10 に相当する額を

加算して得た金額（円未満切り捨て）とする。 

（甲の解除権） 

第 10条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部を解除することができ

る。 

 一 乙が納期内に物品の持込みを終わらないとき。 

 二 乙が納期内に明らかに物品を納入することができないと認められるとき。 

 三 乙が解除を申し出たとき。 

 四 乙又はその代理人若しくは使用人等に不正の行為があったとき。 

五 乙が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、乙が法人

である場合にはその役員、その支店又は常時物品の購入契約を締結する事務所の代表者その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団（以下

この条において「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下この号におい

て「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 
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ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

と認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

ヘ 原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 乙が、イからホまでのいずれかに該当する者を原材料の購入契約その他の契約の相手方とし

ていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこ

れに従わなかったとき。 

六 乙が暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者若しくは社会的非難関

係者（福島県暴力団排除条例施行規則（平成 23年福島県公安委員会規則第５号）第４条各号に

該当する者）に契約代金債権を譲渡したとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第 11条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は違約金として契約金額又は契約解除

部分相当額の 10分の１を甲に納付しなければならない。又、契約解除により甲に損害を及ぼした

ときは、甲が算定する損害額を乙は甲に納付しなければならない。ただし、天災地変、不可抗力等

乙の責めに帰すことのできない事由による解除の場合は、この限りでない。 

一 前条の規定によりこの契約の全部又は一部が解除された場合 

 二 乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務について履行

不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみなす。 

 一 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規

定により選任された破産管財人 

 二 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）の規定により選任された管財人 

 三 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の規定にかかわらず、乙の責めに帰すべき事由により第７条の規定に基づく納入期限の延

長があった場合において、甲が前条の規定により契約を解除したときは、乙は、第１項の違約金に

当初の納期の翌日から甲が契約解除の通知を発した日（乙から解除の申出があったときは、甲がこ

れを受理した日）までの期間の日数に応じ、契約金額又は契約解除部分相当額に年 2.5%の割合で計

算した額を加えた金額を違約金として甲に納付しなければならない。 

（契約の変更等） 

第 12条 甲は、必要があるときは、この契約の内容を変更し、又は物品の納入を一時中止させ、若

しくはこれを打ち切らせることができる。この場合において、契約金額を変更する必要があるとき

は、甲、乙協議してこれを定めるものとする。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。こ

の場合における賠償額は、甲、乙協議して定めるものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第 13条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を、甲の承諾なしに、譲渡し、承継させ、又

は担保に供してはならない。 

（談合による損害賠償） 

第 14条 甲は、この契約に関し乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約の解除をするか否

かを問わず、賠償金として、支払済金額の 10 分の２に相当する額を請求し、乙はこれを納付しな

ければならない。ただし、第１号又は第２号のうち命令の対象となる行為が私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第９項

の規定に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する不当

廉売に当たる場合その他甲が特に認める場合はこの限りでない。 
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一 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第 49 条の規定による排除措置

命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第 62 条第１項の規定による課

徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

三 乙(乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人)に対し、刑法(明治 40 年法律第 45

号)第 96 条の 6 の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後においても適用するものとする。なお、甲が受けた

損害額が前項の規定により計算した賠償金の額を超える場合において、甲は、その超過分に対して

賠償を請求することができるものとし、乙はこれに応じなければならない。 

（遅延利息等の相殺） 

第 15条 この契約に基づく遅延利息、違約金又は賠償金として､甲が乙から徴収すべき金額があると

きは､甲はこれを物品の代金と相殺し、なお不足を生ずるときは更に追徴することができる。 

２ 甲は、この契約に基づき甲が乙に対して有する遅延利息、違約金及び賠償金にかかる債権につ

き、その保全上必要があるときは、乙に対し、その業務若しくは資産の状況について質問し、帳簿

書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

３ 甲は、乙が前項の規定に違反して質問に対する応答、報告等をせず、若しくは虚偽の応答、報告

等をし、又は調査を拒み、妨げ、若しくは忌避したときは、当該債権の全部又は一部について、履

行期限を繰り上げることができる。 

（予定数量） 

第 16条 当該契約の予定数量を超えて購入する場合、又は、予定数量に満たない場合であっても、

当該契約期間中は同一単価をもって処理するものとする。 

（契約外の事項） 

第 17条 この契約に定めのない事項及びこの契約に定める事項に関する疑義については、必要に応

じて、甲、乙協議して定めるものとする。 

（紛争の解決方法） 

第 18条 前条に規定による協議が整わない場合、この契約に関する一切の紛争に関しては、甲の 

  所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とする。 

 

 

（書面契約による場合） 

 上記の契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

（電子契約による場合） 

 上記の契約の証として、本書を電磁的記録により作成し、当事者が地方自治法施行規則（昭和 22 年

内務省令第 29号）第 12 条の４の２に規定する電子署名を行い、各自その電磁的記録を保有する。 

 

令和  年  月  日 

                                                      

甲 住 所  福島県福島市杉妻町２番１６号 

氏  名    福  島  県            印 

代表者   福島県知事 内堀 雅雄 

 

 

乙 住 所   

      

氏 名   



仕  様  書 

 

１ 購入物品  肘付回転椅子② 

 

２ 予定数量  ８０脚 

 

３ 契約期間  令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

４ 納入期限  令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの間の福島県知事が指定する日 

 

５ 規 格 等  

１ 寸法 Ｗ６００～６８０㎜ Ｄ５６０～７７０㎜ Ｈ８６５～９８０㎜ 

座面の高さ調整機能によりＳＨを４１５～５０５㎜に設定できること。 

２ 素材 本体／脚部：樹脂製 

背／座面：布張り 

３ 色 本体／脚部：黒   

張地：紺系 

４ その他 ・グリーン購入法適合品であること。 

※別紙の基準を満たすこと。 

・ハイバックタイプであること。 

・固定型の肘であること。 

・５本脚、ナイロンキャスターであること。 

 

６ 想定品 

 １ ２ 

メーカー （株）イトーキ コクヨ（株） 

型  式 ＫＪ－３１６ＰＶ－Ｔ１Ｂ２ Ｃ０４－Ｂ１５０ＣＷ－ 

ＢＫＴ６Ｔ６１ 

 



７ 納入場所（適用機関） 

本庁舎・西庁舎・北庁舎・警察本部庁舎・自治会館内の各所属（総務部、危機管

理部、企画調整部、生活環境部、保健福祉部、商工労働部、農林水産部、土木部、出

納局、議会事務局、教育庁、警察本部、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委

員会事務局）並びに次の各公所 

計量検定所、県北地方振興局、県北保健福祉事務所、県北農林事務所、県北建設事

務所、県北教育事務所、障がい者総合福祉センター、中央児童相談所、食肉衛生検査

所、女性のための相談支援センター、精神保健福祉センター、衛生研究所、県北家畜

保健衛生所、教育センター、図書館、美術館、福島高等学校、橘高等学校、福島商業

高等学校、福島明成高等学校、福島工業高等学校、福島西高等学校、福島東高等学校、

福島南高等学校、視覚支援学校、福島警察署 

 

８ 契約の条件等 

(1) 単価契約とする。 

契約の予定数量を超えて購入する場合、又は、予定数量に満たない場合であっても、

契約期間中は同一単価をもって処理するものとする。 

(2) 単価購入契約物品の発注は、各適用機関が発注書により、品名・規格・数量及び納

期等を示して行う。（入札及び契約締結事務は出納局が行うが、契約した物品の発注   

は出納局を経由しない。） 

(3) 輸送費等納入に要する一切の諸経費は受注者負担とする。 

 



４．オフィス家具等 

(1) 品目及び判断の基準等

いす 

机 

棚 

収納用什器（棚以

外） 

ロ－パ－ティショ

ン

コートハンガー

傘立て 

掲示板 

黒板 

ホワイトボード

個室ブース 

ディスプレイスタ

ンド

【判断の基準】 

○次の①から④のいずれかの要件及び⑤の要件を満たすこと、又は⑥

の要件を満たすこと。ただし、①から④について主要材料以外の材

料に木質が含まれる場合は③ア、イ及びウを、紙が含まれる場合で

原料にバージンパルプが使用される場合は④イの要件をそれぞれ満

たすこと。

①大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器であって、表１に

示された区分の製品は、次のア、イ及びウの要件を、それ以外の

場合及び大部分の材料が金属類であるディスプレイスタンドにあ

っては、イ及びウの要件を満たすこと。

ア．区分ごとの基準を上回らないこと。

イ．単一素材分解可能率が 90％以上であること。

ウ．表２の評価項目ごとに評価基準に示された環境配慮設計がな

されていること。

②金属を除く主要材料がプラスチックの場合は、次のいずれかの要

件を満たすこと。

ア．再生プラスチックがプラスチック重量の 10％以上使用されて

いること。

イ．バイオマスプラスチックであって環境負荷低減効果が確認さ

れたものがプラスチック重量の 25％以上使用されていること、

かつ、バイオベース合成ポリマー含有率が 10％以上であること。 

③金属を除く主要材料が木質の場合は、次のエの要件を満たすとと

もに、使用している原料に応じ、ア、イ及びウの要件を満たすこ

と。

ア．間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の再生資源であ

ること。

イ．間伐材は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地域に

おける森林に関する法令に照らして手続が適切になされたもの

であること。

ウ．上記ア以外の場合にあっては、原料の原木は、伐採に当たっ

て、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に

照らして手続が適切になされたものであること。

エ．材料からのホルムアルデヒドの放散速度が、0.02mg/㎡ h 以下

又はこれと同等のものであること。

④金属を除く主要材料が紙の場合は、次の要件を満たすこと。

ア．紙の原料は古紙パルプ配合率 50％以上であること。

イ．紙の原料にバージンパルプが使用される場合にあっては、そ

の原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地

域における森林に関する法令に照らして手続が適切になされた

ものであること。

ウ．上記イについては、間伐材により製造されたバージンパルプ

及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の

再生資源により製造されたバージンパルプのうち、合板・製材

工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資源により

製造されたバージンパルプには適用しない。

⑤保守部品又は消耗品の供給期間は、当該製品の製造終了後 5 年以

環境省「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」抜粋
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４．オフィス家具等

(1) 品目及び判断の基準等

いす

机

棚

収納用什器（棚以

外）

ロ－パ－ティショ

ン

コートハンガー

傘立て

掲示板

黒板

ホワイトボード

個室ブース

ディスプレイスタ

ンド

【判断の基準】

○次の①から④のいずれかの要件及び⑤の要件を満たすこと、又は⑥

の要件を満たすこと。ただし、①から④について主要材料以外の材

料に木質が含まれる場合は③ア、イ及びウを、紙が含まれる場合で

原料にバージンパルプが使用される場合は④イの要件をそれぞれ満

たすこと。

①大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器であって、表１に

示された区分の製品は、次のア、イ及びウの要件を、それ以外の

場合及び大部分の材料が金属類であるディスプレイスタンドにあ

っては、イ及びウの要件を満たすこと。

ア．区分ごとの基準を上回らないこと。

イ．単一素材分解可能率が 90％以上であること。

ウ．表２の評価項目ごとに評価基準に示された環境配慮設計がな

されていること。

②金属を除く主要材料がプラスチックの場合は、次のいずれかの要

件を満たすこと。

ア．再生プラスチックがプラスチック重量の 10％以上使用されて

いること。

イ．バイオマスプラスチックであって環境負荷低減効果が確認さ

れたものがプラスチック重量の 25％以上使用されていること、

かつ、バイオベース合成ポリマー含有率が 10％以上であること。

③金属を除く主要材料が木質の場合は、次のエの要件を満たすとと

もに、使用している原料に応じ、ア、イ及びウの要件を満たすこ

と。

ア．間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の再生資源であ

ること。

イ．間伐材は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地域に

おける森林に関する法令に照らして手続が適切になされたもの

であること。

ウ．上記ア以外の場合にあっては、原料の原木は、伐採に当たっ

て、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に

照らして手続が適切になされたものであること。

エ．材料からのホルムアルデヒドの放散速度が、0.02mg/㎡ h 以下

又はこれと同等のものであること。

④金属を除く主要材料が紙の場合は、次の要件を満たすこと。

ア．紙の原料は古紙パルプ配合率 50％以上であること。

イ．紙の原料にバージンパルプが使用される場合にあっては、そ

の原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地

域における森林に関する法令に照らして手続が適切になされた

ものであること。

ウ．上記イについては、間伐材により製造されたバージンパルプ

及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の

再生資源により製造されたバージンパルプのうち、合板・製材

工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資源により

製造されたバージンパルプには適用しない。

⑤保守部品又は消耗品の供給期間は、当該製品の製造終了後 5 年以

上とすること。 

⑥エコマーク認定基準を満たすこと又は同等のものであること。

【配慮事項】 

①修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可能な設計がなさ

れている、又は、分解が容易である等部品の再使用若しくは素材の

再生利用が容易になるような設計がなされていること。特に金属部

分については、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法

律第48号。以下「資源有効利用促進法」という。）の判断の基準を踏

まえ、製品の長寿命化及び省資源化又は材料の再生利用のための設

計上の工夫がなされていること。

②使用される塗料は、粉体塗料、水性塗料等の有機溶剤及び臭気が可

能な限り少ないものであること。

③使用済製品の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあ

り、再使用又は再生利用されない部分については適正処理されるシ

ステムがあること。

④材料に木質が含まれる場合にあっては、その原料の原木は持続可能

な森林経営が営まれている森林から産出されたものであること。た

だし、間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の再生資源であ

る木材は除く。

⑤材料に紙が含まれる場合でバージンパルプが使用される場合にあっ

ては、その原料の原木は持続可能な森林経営が営まれている森林か

ら産出されたものであること。ただし、間伐材及び合板・製材工場

から発生する端材等の再生資源により製造されたバージンパルプを

除く。

⑥製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイク

ルにおける温室効果ガス排出量を地球温暖化係数に基づき二酸化炭

素相当量に換算して算定した定量的環境情報が開示されているこ

と。

⑦ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品であ

ること。

⑧製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。

⑨包装材等の回収及び再使用又は再生利用のためのシステムがあるこ

と。

備考） １ 本項の判断の基準の対象とする「ホワイトボード」とは、黒板以外の各種方式の筆記ボ

ードをいう。 

２ 「大部分の材料が金属類」とは、製品に使用されている金属類が製品全体重量の 95％以

上であるものをいう。 

３ 判断の基準①の「単一素材分解可能率」は次式の算定方法による。 

単一素材分解可能率（％）＝単一素材まで分解可能な部品数／製品部品数×100 

次のいずれかに該当するものは、単一素材分解可能率の算定対象となる部品に含まれな

いものとする。 

① 盗難、地震や操作上起こり得る転倒を防止するための部品（錠前、転倒防止機構部品、

安定保持部品等）

②部品落下防止の観点から、本体より張り出しが起きる部位を保持する部品（ヒンジ、

引出レール等）



③日本産業規格（以下「JIS」という。）又はこれに準ずる部品の固定又は連結等に使用

する付属のネジ

４ 「古紙」及び「古紙パルプ配合率」とは、本基本方針「２．紙類」の「(2) 古紙及び古

紙パルプ配合率」による。 

５ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。 

６ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の LCA

専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。 

７ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源を使用す

るプラスチックをいい、バイオマスプラスチックには、原料から製品への加工・流通工程

において、バイオマス由来原料が化石由来原料と混合される場合に、バイオマス由来原料

の投入量に応じて、製品の一部に対してバイオマス特性を割り当てるマスバランス方式に

よるものを含む。なお、マスバランス方式を活用する場合は、独立した認証機関が定めた

基準に基づき、第三者機関がサプライチェーンのトレーサビリティについて評価・認証す

る仕組みに基づくこと。 

８ 「バイオベース合成ポリマー含有率」とは、プラスチック重量に占める、バイオマスプ

ラスチックに含まれるバイオマス由来原料分の重量の割合をいう。マスバランス方式によ

りバイオマス由来特性を割り当てたプラスチックを原料とするプラスチックの割当率はプ

ラスチック重量比の基準値を読み替えて適用し、バイオベース合成ポリマー含有率は適用

しない。

９ 放散速度が 0.02mg/㎡ h 以下と同等のものとは、次によるものとする。 

ア． 対応した JIS 又は日本農林規格があり、当該規格にホルムアルデヒドの放散量の基準

が規定されている木質材料については、Ｆ☆☆☆の基準を満たしたもの。JIS S 1031

に適合するオフィス用机・テーブル、JIS S 1032 に適合するオフィス用いす、JIS S 1039

に適合する書架・物品棚、及び JIS S 1033に適合するオフィス用収納家具は、本基準

を満たす。 

イ． 上記 ア．以外の木質材料については、JIS A 1460の規定する方法等により測定した数

値が次の数値以下であるもの。 

平均値 最大値 

0.5mg/L 0.7mg/L 

１０ 判断の基準③イについては、クリーンウッド法の対象物品に適用することとする。 

１１ 判断の基準④ウについては、クリーンウッド法の対象物品以外にあっては、間伐材に

より製造されたバージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木

等の再生資源により製造されたバージンパルプには適用しないこととする。 

１２ 判断の基準⑥の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク

事務局が運営するエコマーク制度の商品類型のうち、商品類型 No.130「家具 Version2」に

係る認定基準をいう。 

１３ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。 

１４ 配慮事項⑥の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイ

クルアセスメント（ISO 14040及び ISO 14044）又は経済産業省・環境省作成の「カーボン

フットプリント ガイドライン」等に整合して算定したものとする。

１５ 「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品」とは、当該製品の

ライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定基準に基づき、ライフサイクル全般に

わたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室効果ガス排出削減・吸収量（以下本項

において「クレジット」という。）を調達し、無効化又は償却した上で埋め合わせた（以下
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③日本産業規格（以下「JIS」という。）又はこれに準ずる部品の固定又は連結等に使用

する付属のネジ

４ 「古紙」及び「古紙パルプ配合率」とは、本基本方針「２．紙類」の「(2) 古紙及び古

紙パルプ配合率」による。

５ 「再生プラスチック」とは、使用された後に廃棄されたプラスチック製品の全部若しく

は一部又は製品の製造工程の廃棄ルートから発生するプラスチック端材若しくは不良品を

再生利用したものをいう（ただし、原料として同一工程内で再生利用されるものは除く。）。

６ 「環境負荷低減効果が確認されたもの」とは、製品のライフサイクル全般にわたる環境

負荷についてトレードオフを含め定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の LCA

専門家等により環境負荷低減効果が確認されたものをいう。

７ 「バイオマスプラスチック」とは、原料として植物などの再生可能な有機資源を使用す

るプラスチックをいい、バイオマスプラスチックには、原料から製品への加工・流通工程

において、バイオマス由来原料が化石由来原料と混合される場合に、バイオマス由来原料

の投入量に応じて、製品の一部に対してバイオマス特性を割り当てるマスバランス方式に

よるものを含む。なお、マスバランス方式を活用する場合は、独立した認証機関が定めた

基準に基づき、第三者機関がサプライチェーンのトレーサビリティについて評価・認証す

る仕組みに基づくこと。

８ 「バイオベース合成ポリマー含有率」とは、プラスチック重量に占める、バイオマスプ

ラスチックに含まれるバイオマス由来原料分の重量の割合をいう。マスバランス方式によ

りバイオマス由来特性を割り当てたプラスチックを原料とするプラスチックの割当率はプ

ラスチック重量比の基準値を読み替えて適用し、バイオベース合成ポリマー含有率は適用

しない。

９ 放散速度が 0.02mg/㎡ h 以下と同等のものとは、次によるものとする。

ア．対応した JIS 又は日本農林規格があり、当該規格にホルムアルデヒドの放散量の基準

が規定されている木質材料については、Ｆ☆☆☆の基準を満たしたもの。JIS S 1031

に適合するオフィス用机・テーブル、JIS S 1032 に適合するオフィス用いす、JIS S 1039

に適合する書架・物品棚、及び JIS S 1033に適合するオフィス用収納家具は、本基準

を満たす。

イ．上記 ア．以外の木質材料については、JIS A 1460の規定する方法等により測定した数

値が次の数値以下であるもの。

平均値 最大値

0.5mg/L 0.7mg/L

１０ 判断の基準③イについては、クリーンウッド法の対象物品に適用することとする。

１１ 判断の基準④ウについては、クリーンウッド法の対象物品以外にあっては、間伐材に

より製造されたバージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木

等の再生資源により製造されたバージンパルプには適用しないこととする。

１２ 判断の基準⑥の「エコマーク認定基準」とは、公益財団法人日本環境協会エコマーク

事務局が運営するエコマーク制度の商品類型のうち、商品類型 No.130「家具 Version2」に

係る認定基準をいう。

１３ 「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度

に対する比を示す数値をいう。

１４ 配慮事項⑥の定量的環境情報は、カーボンフットプリント（ISO 14067）、ライフサイ

クルアセスメント（ISO 14040及び ISO 14044）又は経済産業省・環境省作成の「カーボン

フットプリント ガイドライン」等に整合して算定したものとする。

１５ 「ライフサイクル全般にわたりカーボン・オフセットされた製品」とは、当該製品の

ライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の算定基準に基づき、ライフサイクル全般に

わたる温室効果ガス排出量の全部を認証された温室効果ガス排出削減・吸収量（以下本項

において「クレジット」という。）を調達し、無効化又は償却した上で埋め合わせた（以下

本項において「オフセット」という。）製品をいう。 

１６ オフセットに使用できるクレジットは、当面の間、J-クレジット、二国間クレジット

（JCM）、地域版 J-クレジットなど我が国の温室効果ガスインベントリに反映できるものを

対象とする。なお、クレジットの更なる活用を図る観点から、クレジットに関する国内外

の議論の動向や市場動向を踏まえつつ、対象品目及び対象クレジットを拡大する等、需要

拡大に向けた検討を実施するものとする。 

１７ 木質又は紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれてい

る森林からの産出に係る確認を行う場合には次による。 

ア．クリーンウッド法の対象物品にあっては、木材関連事業者は、クリーンウッド法に則

するとともに、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のための

ガイドライン（平成 18 年２月）」に準拠して行うものとする。また、木材関連事業者

以外にあっては、同ガイドラインに準拠して行うものとする。 

イ．クリーンウッド法の対象物品以外にあっては、上記ガイドラインに準拠して行うもの

とする。なお、都道府県等による森林、木材等の認証制度も合法性の確認に活用でき

るものとする。 

ただし、平成 18年４月１日より前に伐採業者が加工・流通業者等と契約を締結している

原木については、平成 18年４月１日の時点で原料・製品等を保管している者があらかじめ

当該原料・製品等を特定し、毎年 1 回林野庁に報告を行うとともに、証明書に特定された

原料・製品等であることを記載した場合には、上記ガイドラインに定める合法な木材であ

ることの証明は不要とする。なお、本ただし書きの設定期間については、市場動向を勘案

しつつ、適切に検討を実施することとする。 

表１ 大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器（収納庫）の棚板に係る機能重量の基準 

区 分 基準 

収納庫（カルテ収納棚等の特殊用途は除く。）の棚板 0.1 

棚（書架・軽量棚・中量棚）の棚板 0.1 

備考） 棚板に適用される機能重量の基準の算出方法は、次式による。 

機能重量の基準＝棚板重量（kg）÷棚耐荷重（kg） 

表２ 大部分の材料が金属類である棚又は収納用什器に係る環境配慮設計項目 

目 的 評 価 項 目 評 価 基 準 

リデュース配慮設計
原材料の使用削減 原材料の使用量の削減をしていること。 

軽量化・減量化 部品・部材の軽量化・減量化をしていること。 

リサイクル配慮設計

再生可能材料の使用 再生可能な材料を使用していること。 

再生可能材料部品の分

離・分解の容易化 

再生可能な材料を使用している部分は部品ごとに

簡易に分離・分解できる接合方法であること。 

その他の部品は容易に取り外しができること。 

再生資源としての利用 
合成樹脂部分の材料表示を図っていること。 

材質ごとに分別できる工夫を図っていること。 

・環境省「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」のリンク先

https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/net/kihonhoushin.html
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